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1．はじめに
　さまざまな社会科学のなかで，社会政策ほどその概念に関して議論が繰
り返され，しかもなお，その定義が定まらないものはないといっても過言
ではない。さまざまな社会政策概念が提出され，さまざまな角度から社会
政策の本質が論じられているが，従来のわが国の社会政策研究のほとんど
は，労働問題を中心とした政策論であった。しかし，広く国民の生活と福
祉の向上をめざす公共政策としての，総合的な社会政策の重要性が認識さ
れ，社会政策概念の再検討が必要となっている。
　社会政策の語源は二つある。ひとつはドイッ語のゾチアルポリティーク
（Sozialpolitik）であり，19世紀末のドイッで労働者保護政策として始め
られた政策である。日本の社会政策の概念は，これを訳したものとして出
発し，現在もなお，多分に社会政策の考え方の基礎となっている。
　もうひとつの社会政策は，イギリスやアメリカ合衆国等で，social　po－
licyあるいばpublic　policyとよぽれている政策である。このソーシャ
ル・ポリシー的社会政策は，賃金や労働条件などの労働問題だけでなく，
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居住環境，都市計画，社会福祉サーヴィス，保健衛生，あるいは教育問題
にまで及ぶ，さまざまな領域をカバーする広範な公共政策である。
2．　講壇社会主義の社会政策
　世界の諸国にさきがけて産業革命に成功し，資本主義の発展したイギリ
スでは，自由主義の経済学が発展した。産業革命の過程で，過激な労働運
動も展開されたが，工場法の制定や労働組合を公認する政策など，不十分
ながらも労働者保護政策がとられ，多少とも労使関係の安定に寄与した。
資本と労働の対立関係に，政府の積極的な介入は少なかったといえる。
　他方，遅れて産業革命の道を急ぐドイツにとって，経済を自由放任して
自然に発展するのを待つことはできなかった。この現実の中で，イギリス
的な経済学に対する批判として，ドイッ歴史学派の経済学が生まれた。ド
イツでは，労働組合運動は社会主義運動に直結し，社会主義運動は労働問
題を経済問題としてではなく政治問題として受けとめていた。19世紀のド
イツでは「労働問題や社会問題の処理が，最初から国家の政策として，労
使の自主的な関係を超えたところで，遂行され，社会政策として，上から
国家権力の背景の下に，登場しなけれぽならなかったのはこのためであ
る。そしてこのための政策論の基礎づけもまた歴史学派，とりわけ新歴史
学派に与えられた課題であった。」（1）
　グスタフ゜フォン・シュモラーを中心とする学者たちが，歴史的分析に
もとつく経済理論を土台として政策問題に積極的に取り組んだ。彼らは・
社会問題としての労働問題に関心をよせたが，マルクス主義には反対し
た。他方，自由主義的な経済思想にも反対し，倫理的な国家観を基礎とす
る政策が必要であると主張した。正しい分配政策によって資本主義の欠陥
を修正し，階級間の軋礫を除去して，調和のとれた社会を達成することが
社会政策の目的であると考えた（2）。この思想は，講壇社会主義（Kathe－
dersozialismus）とよばれた（3）。
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　新歴史学派の経済学者たちは，1873年に社会政策学会（Der　Verein　fUr
Sozialpolitik）を結成し，社会問題の解決のために，実践的な政策の指針
を示す活動をした。社会保障政策の先進国であったイギリスが，まだ救貧
法の時代から脱却できないでいた時に，社会保険によって労働者の生活を
保障する制度が発展した。社会政策学会が創設されてから，ゾチアルポリ
ティークという言葉が広く使われるようになった。
　ゾチアルポリティークは，いちはやく日本に輸入された。新歴史学派の
経済学を学んで帰国した金井延教授の東京大学での講義によって，講壇社
会主義の社会政策思想が広められた。明治29年には，金井延，山崎覚二
郎，高野房太郎などによって日本でも社会政策学会が創設された。その趣
意書には，「余輩は放任主義に反対す何となれぽ極端なる利己心の発動と
制限なき自由競争とは貧富の懸隔を甚しくすれぽなり余輩は又社会主義に
反対す何となれぽ現在の経済組織を破壊し資本家の絶滅を図るは国運の進
歩に害あれぽなり」と明記され，社会改良主義の思想が示されていた（4）。
　社会政策学会は，明治40年に工場法をテーマに第1回大会を開き，以後
毎年社会政策の諸問題を討議したが，大正13年の第18回大会を最後に，学
会としての活動をやめてしまった。ロシア革命の刺激をうけてマルクス主
義思想が広まり，日本の社会主義運動にも大きな影響を与えた。他方に，
イギリスのウェッブ夫妻などの産業民主主義の著書も読まれて，穏健な社
会主義の信奉者もふえた。こうして，社会主義の思想と運動は分裂し，社
会政策学会内部の統一は不可能になった。
3．　社会政策の経済理論
　わが国の社会政策学会が挫折した原因は，社会政策の本質に関する論議
を整理できなかったことにあるといわれている。基本的な問題は，「わが
国の社会政策思想が，経済学の理論的支柱をもたない特定された目標に向
けての政策提言の裏づけという性格をもっていたことであった。大正中期
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以降の経済学の本格的検討気運は，この状況をいっそうはっきりさせた。
しかし，経済学の体系のなかへの社会政策の位置づけは，早急には行ない
えなかった。」こうして，社会科学としての社会政策の成立は，「大河内一
男氏の諸著作を起点とし，昭和10年ころより戦時中，戦後にかけてのいわ
ゆる社会政策論争に持ちこされる」（5）ことになった。
　この論争は大河内一男の社会政策論に対する批判と反論の形でおこなわ
れた。大河内は，生産要素としての労働力に視点を置き，資本主義体制内
での社会政策の必然性を主張した。個別資本の営利の追求は，健全な労働
力の再生産・供給を阻害する傾向がある。しかし，資本主義経済の発展の
ためには「労働力を保全・培養する配慮が必要」であり，この社会的総資
本の意志の執行人として，国家がおこなうものが社会政策である。したが
って，社会政策の本質は生産政策であり，「ことの本質をよりよく表示す
る名称を選ぽうとするなら，労働力政策という，一層明確で具体的な名称
を選んだほうがいい」㈹と主張した。
　このような大河内理論に対して，社会政策の本質は分配政策であるとす
る立場からの反論は戦前からあったが，本格的な批判と論争がなされたの
は，戦後になってからである。ファッシズムが支配的な情勢のもとでは，
このような論争もできなかったのである。
　戦後まもなく，服部英太郎が社会政策論争の口火をきった。大河内理論
は「社会政策の経済機構的把握および生産的視点」であり，自分の理論は
「社会＝経済機構的把握および階級的視点」からの理論であるとの主張で
あった｛7）。論点は，社会政策の本質を，もっぼら経済的な資本の論理に求
めるか，階級闘争という政治的・社会的な論理に求めるかにあった。
　岸本英太郎も論争に加わった。岸本理論は，社会政策を「労資の階級関
係の安定を通じて産業平和を確保・維持するために，国家の法的強制によ
って行われる資本による労働力の価値収奪に対する抑制緩和である」と定
義し，「この社会政策における政治的契機と経済的契機とが不可分に統一
されて社会政策の本質が構成されている」c8）と考えるものであった。
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　社会政策論争は，資本主義経済における社会政策の必然性とは何かとい
う抽象的な議論に進み，いわゆる「方法論への純化」の傾向をたどってい
った。この論争は，昭和30年あたりで中断された。「論争が不生産的にな
り，ついに中断されるにいたったのは，論争が抽象的となり，理論構成の
整合に急となって，労働問題自体の理論的・実証的研究の欠落が目立って
きたからである。事実，1955年前後から，社会政策学研究者の関心は，労
働組合や労働市場論等に向けられることとなった。」（9）社会政策の本質をめ
ぐる論争は中断されたのであって，決着がついたのではない。その後の社
会政策論の主流として大河内理論が生き残ったとも考えられる。
　大河内一男が提出した社会政策論は，社会政策の本質を資本主義経済に
おける「内在的必然性」として，その合法則性を主張したものである。社
会政策は労働者問題にかかわる社会問題をその対象とするものであり，そ
の理由は「一切の社会問題の中で，労働者問題という形において登場する
社会問題こそ，最も基本的であり，またその問題の解決いかんが他の一切
の社会問題の解決を左右するからである」（1°）と説明された。
　社会政策の主体に関しては，次のように説明された。社会政策の主体は
国家であるが，「国家の性質をどのようなものと考えるかに従って，社会
政策の本質に関する理解もまた全く異ならざるを得ないであろう。国家
は，社会的総資本または総体としての資本の意志の執行人たる実体におい
て，近世社会政策の主体として登場するのである。」（11）
　社会政策の実施によって国家が代弁する社会的総資本の意志とは何であ
ろうか。大河内はマルクスのr資本論』を丹念に読み，マルクスがイギリ
スの工場法を批判した叙述のなかに「従来とは全く違う」（12）考え方を発見
したという。
　マルクスは，『資本論』のなかで，イギリスの工場法を「国家の側から，
しかも資本家と大地主との支配する国家の側から労働日を強制的に制限す
ることによって，労働力を無制限に吸い取ろうとする資本の衝動を制御す
る」㈹ものであると解釈した。大河内は，これを次のように要約している。
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「機械にはいつも油をさしたり掃除をしたりしないと，機械の効率がわる
くなり耐用命数も短かくなってしまう，だから注油や掃除がいちばん合理
的なマネイジメントの態度である。工場法もこれと同様に，人間労働が荒
廃しないための一つの合理的な手段である。」（エ4）’
　彼は，社会政策を資本主i義経済の内在的必然性として，とくに総体とし
ての資本がおこなう合理的な手段の体系であると考えた。マルクスの工場
法批判に関する叙述にヒソトを得て，日本の社会政策にもあてはまる普遍
的な理論を組み立てたのである。しかし，大河内がマルクスのr資本論』
から読みとった資本家の利益のための労働者保護という発想は，けっして
「従来とは全く違う」考え方ではない。それは，ロバート・オウエンの理
論であった（15）。
　ともあれ，大河内が社会政策の資本主義経済における内在的必然性とい
う観点から，社会政策本質論を展開したことは，社会政策研究のひとつの
アプローチとして評価された。
　しかし，社会政策の本質をめぐる論議は，変化する現実の労働問題を置
き去りにして，「純化された本質論」に傾いていった。「経済成長の中で労
働者の賃金水準は上昇し，生活がそれなりに豊かになるにつれて，労働運
動の活力も後退する状況下で，社会政策を階級闘争と結びつけて理論構築
をしようとする流れは次第に支持者を失い，社会保障が労働力の再生産の
枠を乗り越えて，資本の再生産に必要な労働者の枠の外に生きる自営業
者，老人，障害者，生活困窮老等を，更に国民一般をも対象とすることに
なった時，従来の大河内理論をもってしても，それは説明困難となり，社
会政策論は再構築を迫られている。」㈹
4．　社会政策と福祉政策
　労働問題研究の動向が大きく変化してきた。「それは旧い社会政策学的・
制度学派的研究から，近代経済学的な労働経済学への転回であった。この
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ような変化は，一朝にして生じたものではない。ほぼ1960年頃を境にし
て，わが国のアカデミーにおける経済学の主導権がマルクス経済学から近
代経済学に移った。高度経済成長を背景とした新古典派総合の経済理論の
影響力の拡大は，まことに目ざましいものがあった。大型電子計算機の急
速な普及によって，計量経済分析が飛躍的に進んだことも，思考の転換を
促した。」（17）
　アメリカ合衆国で，理論経済学の学者たちが，労働経済の研究に取り組
んだ。1960年代になると労働経済現象への経済理論の本格的な適用が試み
られ，労働市場の経済学として体系化しようとする潮流が強まった。人的
資本理論，賃金変動の計量分析，労働供給の人口学的アプローチなど，労
働経済学のフロンティアーに向かう学問的開拓が積極的に進められてき
た。社会政策研究の欠陥を埋める役割を労働経済学が果したのである。
　社会政策や労働経済学が研究対象とした，現実的な政策課題は，もっと
も広い領域をカバーする先進諸国の公共政策によって解決されていった。
いわゆる福祉政策とよばれるものであり，福祉国家の建設は多くの政府に
共通する目標とされた。不思議なことに，わが国では，それを社会政策と
は別のものと考える傾向があった。しかし，賃金労働者を対象として始め
られた社会保険は，広く国民のすべてにナショナル・ミニマムを保障する
政策へと発展してきた。先進諸国のソーシャル・ポリシーの領域は，社会
保障政策や社会福祉政策をも含むものになった。
　このような情勢の下で，日本の学界に固有の社会政策概念の限界が明ら
かになり，その拡大が余儀なくされた。大河内自身この限界を認識せざる
をえなくなった。「社会政策におけるイソテグレーションについて」と題
する論文を書き，「社会政策は，今日，その伝統的な政策分野を超えて，
ひろく，社会保障および社会福祉の諸分野を覆うようになっており，それ
ぞれの分野の伝統的な守備範囲を超えて他の分野と交錯重複するに至って
おり，それぞれの施策ないし政策の間の総合的な調整と統一とを必要とす
る」〔18）ことを認めている。
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　しかしながら，大河内のいう「総合的な調整」は，あくまでも労働者保
護政策の延長として認識されている。「一般の健康保険や，さらには失業
保険＝雇用保険のごとき公的保険＝社会保険の登場によって，労働力の保
全ははじめて長期にわたって総体として可能になるものだといっていい。
通例，各種の公的社会保険は，それがいかなる意味において，国庫負担が
行われるのか，そして，またコストを労使が折半し，あるいは雇主の単独
負担によって行われることになっているのか，についての理論的解明がさ
れないままに，社会政策として工場立法と並んで公的社会保険が，あたか
も当然に社会政策の一部であるかのごとく前提されてきたのが通例である
が，もともと労働者を労働力として理解し，それの長期にわたる労働力と
しての機能の発揮を可能ならしめるような条件整備のためには，各種の社
会保険の登場は不可欠の条件だったのである。」（19）社会保険はあくまでも
労働力保全政策の手段として捕えられるべきであるという立場である。
　ついで大河内は，労働者保護政策や社会保険のほかに，自営業者や自由
業者として働く者をも対象とする政策へと拡大される必要があると主張し
ている。「労働力というのは，単に雇用労働ないし労働法学者のいう従属
的労働関係の下における労働力だけでなく，はるかに広汎な範囲における
人間のマン・パワーとしての働くエネルギーとその熟練度，技能，経験等
を総括したものを指すものでなけれぽならない。したがって，労働力とい
う言葉を単に雇用労働の下でのいわゆる労働力商品としての労働力だけに
限定することはもはやゆるされなくなってしまっている。むしろ，労働力
ないし働くエネルギーとしての労働力は，ひろく自営業者の場合や自由職
業の従事者やいわゆる専門職として世を渡る人々のマン・パワーをもふく
むものでなければならない。」（2°）
　大河内の社会政策概念の拡大とは，賃金労働以外の労働をも労働と考え
るという意味での拡大でしかない。これをあらためて社会政策の総合化で
あると主張することに，それほど意義があるとは思えない。大河内の理論
が多少は変化したとしても，社会政策は労働力政策であるという主張は変
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っていない。
5．　総合社会政策の目標
　現代の先進諸国において，国民の生活の安定と福祉の向上を目的とする
政策の実施が政府の重要な役割とされ，それは最低生活の保障だけでな
く，生活の安定，所得と資産の公正な分配，住居をはじめとする生活環
境，社会環境の整備，教育や文化，リクリエーション，労働生活の質な
ど，さまざまな領域に拡大している。このような総合的な政策体系が，総
合福祉政策あるいは総合社会政策とよばれるようになった。
　1970年代になって，OECD（経済協力開発機構）は，社会指標（sociaI
indicator）の研究を進めた。経済成長はそれ自体が目的なのではなく，
人間生活の充実のための手段であるという発想から，生活の質的側面を計
測する指標を作成しようとする企てである。OECDは，1975年にワーキ
ング・グループを発足させ，総合社会政策の研究に着手した。直接的なき
っかけは，1970年代のオイル・ショック後の不況による福祉政策の危機で
あった。OECDが従来から重視してきた生活の質，とくに労働生活の質
の改善，労働の人間化，経営参加などを組みこんだ，総合的な社会政策の
必要性が強く認識されるようになったのである（21）。
　総合社会政策についての国際会議が1980年にパリで開かれた。総合社会
政策は，雇用労働者に限らず国民全体を対象として，生活の量と質の両側
面での総合的な福祉の向上を目的とする政策である。労働者の保護を目的
とする狭義の社会政策から，国民全体の福祉の向上を目的とする広義の社
会政策への転換が求められているのである。
　日本の政府がOECDに提出した報告書の冒頭には，次のような社会政
策の定義が述べられている。「社会政策は，社会の安定と健全な発展，公
平な分配をその主要な目的とするものであると思われる。またその範囲に
ついては議論の分かれるところであるが，国民生活審議会の社会指標体系
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ではそのSocial　Goalとして，10の分野をあげている。即ち，健康，教
育・学習・文化，雇用と勤労の質，余暇，所得・消費，物的環境，犯罪と
法の執行，家族，コミュニティ生活の質，階層と社会移動である。この
他，社会の運営における意志決定に対する参加の問題なども重要な問題と
考えられる。概ねこのような分野が社会政策の対象となろう。」（22）
　これは，社会指標ないし福祉指標で示される福祉の充実こそが，社会政
策の目的であるとする見解であり，これらの政策を総合的に，均衡的に推
進することが総合社会政策である（23）。国民の福祉の向上という目的を達
成するために，さまざまな領域の政策を総合的に実施することが総合社会
政策の現代的課題である。
　このような総合社会政策の構想は，「社会政策学界に一時影響を与えは
したが，やがて学界からは姿を消していった」（24）という見方もある。しか
し，この見解は，何を社会政策学界と考えるかに関係する問題である。総
合社会政策の可能性をさぐることは無意味ではないし，福祉政策の策定と
効果的な実行のための必要条件でもある。
6．　福祉ミックス
　国民の福祉の向上をはかるために，総合的な社会政策を実施することが
国家の責任であるが，福祉に関係する財やサーヴィスの供給のすべてを政
府が担当しなければならない理由はない。多くの先進諸国では，混合経済
の体制がとられており，適切な混合の度合というものがあろう。それは，
各国のおかれた歴史的社会的条件によって異なるはずである。したがっ
て，国民の福祉の向上を目的とする総合社会政策が，比較的社会主義的要素
の強い混合経済において追求され，他方に資本主義的要素の強い混合経済
においても可能である。こうして，「福祉資本主義」（welfare　capitalism）
という体制も考えられるのである（25）。
　社会政策の充実のための公的部門の拡大は，自由競争の市場のメカニズ
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ムの欠陥を補う対策であるが，公的部門の拡大は，ともすると官僚主義を
まねき非効率が生じるおそれがある。この部門での意志決定は，政治家や
官僚やさまざまな利益団体の代表によっておこなわれる。しかも，民間企
業のような利潤動機もなく，他企業との競争もないため，ともすると非効
率な仕事になりがちである。もちろん，官僚主義や政治の欠陥だけでな
く，国民の側にも社会的浪費の欠陥がある。それは，民主主義の体制にひ
そむ，個人の利益と社会の利益の不調和の結果であり，「共有地の悲劇」
という言葉で説明されている。共有地の悲劇とは，共有の牧草地で，各人
が自己の利益を追求して多くの家畜を放牧し，結局は全員の家畜が牧草不
足に陥るというように，個人の利益の追求が社会の不利益をまねき，結局
は個人にとっても得にならないという現象である。
　社会政策は，経済発展の望ましくない副産物である弊害に対処し，経済
発展に偏重した政策の欠陥を補正する役割を担ってきた。しかし，さまざ
まな政策が大きな経済的コストを要し，それが経済発展に不利な影響を及
ぼすことも否定できない。所得再分配の政策が悪平等をもたらし，労働の
インセンティヴに悪い影響を与えることも，福祉国家の欠陥とされてい
る。このようなさまざまな問題を考慮するとき，福祉の向上のための財や
サーヴィスの供給は，必ずしも全面的に公的部門にたよる必要はなく，も
っとも効率的な方法を採用することこそ重要なはずである。
　R．ティトマスは，「何が社会サーヴィスであるかを定義するためには，
目的を達成する手段としての行政的な方法や制度ではなく，目的をこそ重
視する立場が大切である」（26）と主張している。このような考え方をおし進
めて，福祉は社会全体の産物であるという見地から，R．ローズは福祉ミ
ックス（welfare　mix）という概念を提出した。
　福祉ミックスは，TW＝H＋M＋S　という定義式で説明される〔2？）。
TWは社会における福祉の合計であり，そのうちHは家庭で生産される
福祉，Mは民間企業部門で生産され市場で売買される福祉，　Sは国家によ
って生産される福祉である。福祉ミックスは，これらの三部門によって生
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産される福祉の財およびサーヴィスで構成されている。この三部門の構成
割合は，歴史的社会的に変化してきたし，もっとも効率的な組み合わせを
選ぶことが，福祉の増大のために必要なのである。「民間市場も福祉を提
供する。雇用者は年金や医療や教育訓練を従業員に提供し，また家族は教
育や医療や年金をその構成員に買い与えることもできる。福祉を民間市場
と国家によるサーヴィスであると定義するのも不十分である。なぜなら福
祉を金銭で測定するという前提ができてしまうからである。家族は，子供
や病人や老人に対して金銭には換算することができない様々なサーヴィス
を提供しているのである。家族の構成員が，互いに助けあっていくこと
は，本来の利他的行為である。金銭によって労働の質を本質から変えるこ
とはできないのである。家族や民間市場には福祉供与の余地がないという
主張は，社会の全ての事象について国家が責任をもつという全体主義的な
立場をとることを意味する。」（28）
　福祉の財およびサーヴィスのうちで，もっぱら家庭の供給独占となって
いるものも多い。その典型である育児は家族関係の副産物としての性質を
もっている。もちろん，公的な育児施設や民間の託児所などの発達は，こ
の分野にも供給独占がないことを物語っている。教育サーヴィスは，近代
化以前の社会ではもっぱら家庭で供給されたし，職業教育は職場で供給さ
れた。この分野でも次第に国家の役割が大きくなり，現在では教育は国家
の重要な任務となっている。
　このように，さまざまな福祉の財とサーヴィスの供給は，家庭，市場，
国家という三部門によって担当されており，福祉ミックスにたいする国家
の貢献の度合は，歴史的社会的状況によって異なるであろう。したがっ
て，福祉国家の欠陥が指摘され，福祉国家の限界があるとしても，それは
決して社会全体としての福祉ミックスの増大の可能性を否定するものでは
ない。
　福祉の財とサーヴィスを需要する人々の立場からすれぽ，それらの供給
元がどこであるかということよりも，入手できる財とサーヴィスの量と質
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こそが問題である。三つの社会制度，すなわち家庭，市場，国家が福祉全
体に寄与する貢献の合計としての「福祉ミックス」こそが重要であるとロ
ーズは主張する。もちろん，この三者は福祉の供給者として必ずしも完全
なものではない。それぞれに能力の限界があり，たがいにその欠陥を補完
する必要がある。社会全体としての福祉の増大は，ひとつの独占体によっ
て供給されるよりも，さまざまな供給主体の特徴を活かし，欠陥を補完し
あってこそ可能である。
　このような福祉ミックスの増大を追求する社会政策は，必然的にきわめ
て総合的な性質のものになる。この総合社会政策は，経済政策の枠をこえ
てさまざまな領域に踏みこむことになる。ましてや，「賃金労働者にかか
わる問題を対象とする近代国家の政策」という狭い枠に閉じこもることは
許されない。また，社会政策の主体が国家であることは否定できないとし
ても，公的部門の活動の福祉ミックスへの貢献には限度があることを，正
しく認識する必要がある。このようにして，社会政策の総合化は，政府が
実施するさまざまな政策の整合性を重視することにとどまらず，そのよう
な政策の外にある，社会的経済的諸活動との整合性をも考慮するという意
味での総合的な判断を要請されている。
　福祉ミックスの増大を目的とする総合的な社会政策にとって，福祉ミッ
クスをどのようにして把握するかという重大な問題がのこされている。経
済的福祉や公的部門が供給する福祉に限定する場合以上にそれは難しいで
あろう。福祉指標の作成と具体的な測定にあたっての非常にやっかいな問
題は，福祉ミックスの供給と需要について，多様な指標を体系化すること
の可能性の問題である。「経済福祉指標にしても社会指標にしても，それ
は強い価値判断ないし価値評価によって作成される仮説的な指標であり，
それらが客観的に妥当であることを証明できる理論的根拠は乏しい」〔29）と
いわざるをえない。
　さらに，経済発展の結果としての生活水準の上昇による生活欲求の高度
化と多様化は，福祉水準の一元的な指標による測定をますます困難なもの
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にしている。しかしながら，個々の人間がもっている個別的な価値体系が
必然的に対立し，一般的な社会的価値体系への収敏の可能性がないと断定
することも早計にすぎよう。
　重要なことは，高度化し多様化してゆく人々の生活欲求が何であるかを
正しく知ることである。福祉指標の作成にあたっても，人々が何を求め，
何に満足し，何を不満としているかという福祉意識を問題とし，主観的な
要因を重視することが必要である。福祉ミックスを総合的に把握し，客観
的指標と主観的指標の対応関係，満足度と選好度の対応関係を分析し，人
々の合意の度合を確認することも，社会政策の総合化のための重要な課題
であろう。
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